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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第36期

第１四半期
連結累計期間

第37期
第１四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 3,040,286 2,583,691 12,235,956

経常利益 (千円) 43,281 62,028 371,975

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益

(千円) 24,444 35,316 200,639

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 24,444 35,316 200,639

純資産額 (千円) 2,967,072 3,094,590 3,101,270

総資産額 (千円) 5,495,909 5,593,355 5,839,633

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 4.07 5.89 33.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.0 55.3 53.1
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。　

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善するなかで底堅く推移する個人消費等によ

り、景気は緩やかな回復が続いています。

情報サービス産業におきましては、情報化投資全体としては堅調に推移することが期待されますが、顧客の情報

化投資姿勢は必ずしも一様ではなく、当社グループの事業環境には引き続き注視が必要です。

このような状況のもと、当社グループは、コンサルティングサービス、ソフトウェア製品、システム構築、運

用・保守サービス、クラウドサービス等、顧客の経営課題解決に貢献する付加価値の高いソリューションの提供に

努めました。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高3,017百万円（前年同四半期比10.4％増）、売上高

2,583百万円（前年同四半期比15.0％減）となりました。利益面につきましては、営業利益60百万円（前年同四半期

比37.4％増）、経常利益62百万円（前年同四半期比43.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は35百万円

（前年同四半期比 44.5％増）となりました。

 
セグメント別の業績は次のとおりです。

①　ソリューション事業

他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティング、システム構築につきましては、顧客のグローバ

ル展開支援や情報の可視化を図る複合型ソリューションの提供を推進いたしました。また、ライセンサーとの連

携を通じ、顧客のグローバル展開を支援するソリューションの提供力強化にも取り組みました。当セグメントの

受注高は1,875百万円（前年同四半期比12.4％増）、売上高は1,546百万円（前年同四半期比15.8％減）、セグメ

ント利益は178百万円（前年同四半期比64.1％増）となりました。

②　プロダクト事業

自社開発ERPパッケージ「MCFrame」および「A.S.I.A.」につきましては、引き続き、顧客・ビジネスパート

ナーとの関係強化を図り、ライセンス販売に注力いたしました。また、製品情報管理システムの提供を開始し、

製品ラインナップの拡充を図りました。当セグメントの受注高は1,085百万円（前年同四半期比9.3％増）、売上

高は967百万円（前年同四半期比13.6％減）、セグメント利益は177百万円（前年同四半期比29.0％減）となりま

した。ライセンス売上高は414百万円（前年同四半期比5.7％増）となりました。

③　システムサポート事業

東洋ビジネスシステムサービス株式会社が展開する運用・保守等のシステムサポート事業につきましては、引

き続きシステムのライフサイクルサポートの充実に努めました。当セグメントの受注高は56百万円（前年同四半

期比20.5％減）、売上高は70百万円（前年同四半期比17.8％減）、セグメント損失は１百万円（前年同四半期　

セグメント利益１百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

流動資産につきましては、仕掛品の増加、受取手形及び売掛金の減少等により、前連結会計年度末と比較して

233百万円減少し、3,769百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間末の総資産に占める流動資産の

比率は67.4％であります。

また、固定資産につきましては、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却額が有形固定資産及び無形固定資

産の取得を上回ったことにより、前連結会計年度末と比較して12百万円減少し、1,823百万円となりました。

これらの結果、資産の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比較して246百万円減少

し、5,593百万円となりました。

②　負債の部

負債の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、前受金の増加、賞与引当金の減少、短期借入金の減少等によ

り、前連結会計年度末と比較して239百万円減少し、2,498百万円となりました。

③　純資産の部

純資産の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことによる

増加、剰余金の配当による減少により、前連結会計年度末と比較して6百万円減少し、3,094百万円となりまし

た。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して2.2ポイント増加し

55.3％となりました。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

②　【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,000,000 6,000,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 6,000,000 6,000,000  ―  ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 6,000,000 ― 697,600 ― 426,200
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式　　　　500

完全議決権株式(その他)
 普通株式  

―
5,998,700 59,987

単元未満株式
 普通株式

― ―
800

発行済株式総数
6,000,000

― ―

総株主の議決権 ―
59,987

―
 

(注)　単元未満株式の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋ビジネスエンジニア
リング株式会社

東京都千代田区大手町
１丁目８番１号

500 ― 500 0.00

計 ― 500 ― 500 0.00
 

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 625,336 662,831

  受取手形及び売掛金 2,410,760 1,848,838

  仕掛品 311,820 597,651

  その他 655,600 660,257

  流動資産合計 4,003,518 3,769,579

 固定資産   

  有形固定資産 155,726 150,132

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,127,904 1,121,468

   その他 91 75

   無形固定資産合計 1,127,996 1,121,544

  投資その他の資産   

   その他 557,891 557,600

   貸倒引当金 △5,499 △5,499

   投資その他の資産合計 552,391 552,100

  固定資産合計 1,836,115 1,823,776

 資産合計 5,839,633 5,593,355

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 286,281 260,900

  短期借入金 500,000 300,000

  未払法人税等 15,492 35,740

  前受金 593,539 836,272

  賞与引当金 496,688 204,991

  品質保証引当金 12,223 11,766

  受注損失引当金 69,414 69,265

  その他 764,724 779,828

  流動負債合計 2,738,363 2,498,764

 負債合計 2,738,363 2,498,764

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 697,600 697,600

  資本剰余金 426,200 426,200

  利益剰余金 1,977,695 1,971,016

  自己株式 △225 △225

  株主資本合計 3,101,270 3,094,590

 純資産合計 3,101,270 3,094,590

負債純資産合計 5,839,633 5,593,355
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 3,040,286 2,583,691

売上原価 2,173,800 1,740,748

売上総利益 866,486 842,943

販売費及び一般管理費 822,519 782,552

営業利益 43,967 60,390

営業外収益   

 受取配当金 - 1,993

 為替差益 - 96

 その他 1 2

 営業外収益合計 1 2,092

営業外費用   

 支払利息 651 454

 その他 35 -

 営業外費用合計 686 454

経常利益 43,281 62,028

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 166

 固定資産除却損 64 -

 特別損失合計 64 166

税金等調整前四半期純利益 43,216 61,862

法人税等 18,772 26,545

四半期純利益 24,444 35,316

親会社株主に帰属する四半期純利益 24,444 35,316
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 24,444 35,316

四半期包括利益 24,444 35,316

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 24,444 35,316

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 157,320千円 160,212千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 59,995 10 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

　(注)１株当たり配当額10円には、記念配当３円を含んでおります。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 41,996 7 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

 
 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社(E05167)

四半期報告書

11/15



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

　外部顧客への売上高 1,835,814 1,118,651 85,820 3,040,286 ― 3,040,286

セグメント間の内部売上高
 又は振替高

3,991 660 265,562 270,214 △270,214 ―

計 1,839,806 1,119,311 351,383 3,310,501 △270,214 3,040,286

セグメント利益 108,644 249,312 1,662 359,619 △315,652 43,967
 

(注) １ セグメント利益の調整額△315,652千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり

ます。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,546,113 967,030 70,547 2,583,691 ― 2,583,691

セグメント間の内部売上高
 又は振替高

376 900 281,225 282,501 △282,501 ―

計 1,546,489 967,930 351,772 2,866,193 △282,501 2,583,691

セグメント利益又は損失(△) 178,326 177,099 △1,035 354,390 △294,000 60,390
 

(注) １ セグメント利益又は損失(△)の調整額△294,000千円は、各報告セグメントに配分していない全社

費用等であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額  4円07銭 　5円89銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利
益金額

(千円) 24,444 35,316

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属
する四半期純利益金額

(千円) 24,444 35,316

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,999,485 5,999,476
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月10日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士   金    子    秀    嗣    印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  伊　　東　　　　　朋   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ビジネスエ

ンジニアリング株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

27年４月１日から平成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成27

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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